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１ はじめに―これまでの経緯―

筆者は、郵政研究所月報１９９９年１月号で「情報

化による生産性の情報について」として、米国に

おける活発な情報化投資と生産性の上昇の関係を

取り上げた。本稿では、その際に残された課題に

ついて若干の考察を加える。

まず、池田（１９９９）の概要を改めて以下に示す。

�１米国において情報化投資が活発になされてい

るにもかかわらず、マクロレベルの生産性が期待

されるほど上昇していないという、いわゆる「生

産性のパラドックス」に関する先行研究を概観し

た。

�２生産関数の推計によって、情報化要因が有意

であることを確認した。

�３しかしながら、１９６８年から９６年までの全推計

期間にわたって、情報化要因によって労働生産性

上昇のほとんどすべてが説明される一方、一般的

な資本ストックは生産性の上昇に寄与しないとい

う、にわかに受け入れがたい結果が得られた。

トピックス

続・情報化による生産性上昇について
―ヨハンセンの共和分分析による考察―

第三経営経済研究部主任研究官 池田 �磨１）

１）本稿をまとめるにあたって、大阪大学大学院国際公共政策研究科の辻正次教授から貴重なコメントをいただいた。また、計量
経済学的手法について、横浜市立大学商学部の松浦克己教授から貴重なコメントをいただいた。記して感謝の意を表したい。
当然、本稿の有り得べき誤りは、筆者に帰するものである。

図表１ 労働生産性の寄与度分解

（出所） 池田（１９９９）
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�４また、推計結果はダービン・ワトソン比が小

さいうえ、変数が単位根を持つことも確認された。

このことから、情報化と生産性の関係については

見せかけの相関の可能性が排除できず、判断を留

保した。

池田（１９９９）での米国の生産関数の推計結果と、

それに基づいた生産性の寄与度分解した図を再掲

する（図表１）。

log（Y ／LH）＝０．５２０＊log
（２．２０９）

（KN／LH）

＋０．２３２＊log
（１３．６５２）

（KI／KN）＋０．３１５
（３．９９０）

推計期間 １９６８～１９９６年

自由度修正済み決定係数 ０．９８７

D.W.比 ０．７３９

２ 見せかけの相関の可能性を排除する必要性

最近の研究では、三和総合研究所（１９９９）が同

様の生産関数を１９８３年第１四半期から１９９７年第４

四半期までのサンプルを用いて推計し、近年にお

ける米国の生産性上昇の大半は情報化要因で説明

できる、との結論を導いている。また、生産関数

の推計に際して誤差項にAR１を想定することで、

D.W.比に関しても良好な結果を得ているが、こ

れはAR１を想定する以上ほぼ自明のことであり、

「見せかけの相関」の可能性を排除できていない

ように思われる。やはり、説明変数に単位根が検

出された以上、この問題にアプローチするには、

「見せかけの相関」の可能性を回避する工夫が必

要となろう２）。

Engle and Granger（１９８７）は変数が単位根を

持ち、非定常な場合でも、それらの変数の一時結

合は定常になりうること、またそのような関係

（共和分）存在した場合、その一時結合は変数間

の長期的均衡関係として解釈できることを示した。

すなわち、情報化と生産性の関係が単なる見せか

けの相関なのか、実際に相関があるのかを判断す

るうえで、生産関数を共和分の形で推計できるか

どうかが前提条件になるわけである。本稿では、

Johansen共和分検定を用いて、見せかけの相関

の可能性を排除しながら、米国における情報関連

資本ストックの蓄積と生産性の関係を考察する。

３ 説明変数、被説明変数の単位根検定

生産関数としては、前回同様Cobb–Douglas型

を採用し、純情報関連資本ストックKIとそれ以外

の純一般資本ストックKNを説明変数とする生産関

数、式１を考える。

（式１） log（Y ／LH）＝αlog（KN／LH）

＋βlog（KI／LH）＋C

ここでYは非農業非金融企業部門の実質DNP

（１９９２年連鎖ウェイト基準）、Lは非農業部門就

業者数、Hは労働時間、純資本ストックKI、KNは

１９９２年連鎖ウェイト基準によるデータで、Cは定

数とする。一般資本ストックに関しては、稼働率

調整を行った。

池田（１９９９）では、情報化の進展（情報化比率

の上昇）が生産性に及ぼす影響を考慮するために

式１を変形して、労働生産性（Y ／LH）を一般資

本装備率（KN／LH）と情報化比率（KI／KN）で説

明する式２を導き、これを推計した。結果は、前

述の通りである。

（式２） log（Y ／LH）＝（α＋β）log（KN／LH）

＋βlog（KI／KN）＋C

なお、米国商務省は１９９９年１０月にGDP統計を

１９９６年連鎖ウェイト基準に移行させた。その際、

�１それまで中間投入として扱ってきたコンピュー

タ・ソフトウェアを無形固定資産とし、新たに設

２）なお、本稿校正中に発表された斉藤（２０００）も、ほぼ同様の生産関数を推計し、近年の米国の生産性上昇は情報化関連投資に
牽引されたものと結論しているが、「見せかけの相関」の可能性については明示的には配慮していないように思われる。
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備投資として計上、�２幾何平均型の消費者物価の

適用、など包括的な見直しを実施した。

この結果、１９５９年から９８年の実質経済成長率は

平均で３．４％と従来より０．２％ポイント上方修正さ

れた。実質GDPの平均成長率の上方修正幅を時

期に分けてみてみると、１９５９年から７７年は０．０％

ポイントで３．７％、１９７７年から９２年は０．３％ポイン

トで２．９％、１９９２年から９８年は０．４％ポイントで

３．６％となっている。

ソフトウェアの計上により産出が増加し、しか

も近年になるに従ってその影響が大きくなってい

るのは、「生産性パラドックス」解消を示唆する

内容のようにも見える。しかし、統計の定義の変

更によって産出が増大するのと同時に、生産に投

入される資本ストックも増大するため、この新し

いデータ体系を用いた場合にどのような結果がで

るか明らかではない。

本稿の問題意識からすれば、コンピュータ・ソ

フトウェアの計上は重要な変更であるが、これに

対応するストック統計が本稿執筆時点では発表さ

れていない３）。このため、本稿では推計に用いる

データについては、整合性を保つために従来の

１９９２年連鎖ウェイト基準のデータセットを用いる

こととした。

最初に推計する生産関数�１および�２の説明変数、

被説明変数について単位根検定を行おう。検定に

あたっては、�１定数項有り、トレンドなし、�２定

数項有り、トレンド有り、の２つのモデルに従い

ADF検定、およびPP（Phillips―Perron）検定を

行った。

検定の結果を図表２に示す。労働生産性、一般

資本ストック要因については、和分次数１、情報

化比率については和分次数が２であることがわか

る。推計しようとしている生産関数は３つの変数

からなるから、式�２の場合でも共和分が存在する

可能性はある。

しかし、式�１に従って一般資本ストック要因と

情報ストック要因に分解した場合、いずれも和分

次数が１となったため、推計式としては�１を選択

する。

３）。米商務省“Survey of Current Business”２０００年３月号から発表予定。

図表２ 単位根検定

ADF PP

トレンドなし トレンド有り トレンドなし トレンド有り

Log（GDP／LH）
△Log（GDP／LH）

ラグ

－０．１２０

－５．５０３＊＊＊

１

－３．５３３

－５．４１１＊＊＊

１

－０．４４３

－４．１６９＊＊＊

３

－２．４８６

－４．０４５＊＊

３

Log（Kn／LH）
△Log（Kn／LH）

ラグ

－１．６９９

－４．９２４＊＊＊

１

－３．００２

－４．８５８＊＊＊

１

－２．１２５

－８．９３９＊＊＊

３

－３．８９８＊＊

－８．９０９＊＊＊

３

Log（Ki／Kn）
△Log（Ki／Kn）
△（△Log（Ki／Kn））

ラグ

－０．６７８

－２．０８５

－３．９５４＊＊＊

１

－３．１４７

－１．９７７

－３．８９３＊＊

１

－０．８７８

－１．８３８

－４．０１０＊＊＊

３

－１．１４４

－１．８６７

－３．９５３＊＊

３

Log（Ki／LH）
△Log（Ki／LH）

ラグ

－０．９００

－３．６２５＊＊

１

－１．１１６

－３．６５１＊＊

１

－０．８３２

－６．４０７＊＊＊

３

－１．５４１

－６．４４５＊＊＊

３

（注） ＊＊＊は１％水準で、＊＊は５％水準で、単位根が存在するという帰無仮説が棄却され
ることを表す。臨界値は、Mackinnon（１９９１）による。
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４ 共和分検定と共和分ベクトルの推計結果

次に、生産関数の推計を行うが、変数が３つあ

るため、共和分が最大２個存在する可能性がある。

このため、長期関係式が意味のある定式化となっ

ているかどうかの判定（共和分検定）を行うには、

Engle―Grangerの方法ではなく、Johansen共和分

検定を行う必要がある。労働生産性、一般資本ス

トック要因、情報関連資本ストック要因の３変数

について検定結果を示す。

今回の推計に用いた全サンプル（１９６７～１９９７年）

を用いた検定では、共和分は１個存在する（図表

３）。従って、推計された共和分ベクトルからな

る推計式は、長期的均衡関係を表す式と見なせる。

なお、推計された長期的均衡関係式は、以下に示

すとおりであるが、一般資本ストックの係数は符

号条件を満たしていない。

（推計期間１９６７～１９９７年）

log（GDP ／LH）＝０．５７４８－０．６９３４＊log（KN／LH）

＋０．２９６９＊log（KI／LH）

しかし、サンプルを分割して共和分検定を行う

と、１９６７年から１９８７年までのサンプルでは、共和

分が１個ないし２個存在するのに対して、１９８１年

から１９９７年のサンプルでは、共和分関係が存在し

ないという結果が得られた（図表４）。１９８１年を

後半のサンプルのはじめに選んだのは篠崎（１９９６）

との比較を意識したためで、明確な基準はない。

１９６７年から１９８７年までのサンプルで推計した、

生産関数の長期関係式は以下に示すとおりで、一

般資本ストックについても符号条件を満たしてい

る（トレンド、定数項なしのモデル）。また、係

数の大きさも情報ストックの係数と比較してかな

り大きい４）。このため、池田（１９９９）で疑問とし

た、一般資本ストックの蓄積が米国における生産

性の向上にほとんど寄与してこなかったという結

果は、ここでは否定される。

（推計期間１９６７～１９８７年）

log（GDP ／LH）＝０．５１８３＊log（KN／LH）

＋０．１５１６＊log（KI／LH）

これに対して１９８１年から１９９７年のサンプルを用

いた共和分検定結果は、近年において労働生産性

と情報関連ストック、一般資本ストックの間に長

４）池田（１９９９）は、式２に基づいてパラメータを推計している。これを式１のパラメータに対応させると、α＝０．２８８、β＝０．２３２
となる。

図表３ ３変数間のJohansen共和分検定の結果

（１９６７～１９９７年）

帰無仮説 対立仮説 eigen value trace

r≦１

r≦０

r＝２

r＝１

０．１１０

０．６４４

３．４２３

３３．３９４＊＊

（注） ＊＊＊は１％水準で、＊＊は５％水準で、帰無仮説は棄却
されることを表す。最大固有値検定については臨界値
と比較していない。

図表４ ３変数間のJohansen共和分検定の結果

（１９６７～１９８７年）

帰無仮説 対立仮説 eigen value trace

r≦１

r≦０

r＝２

r＝１

０．６２４

０．６７７

１９．１０４＊＊＊

４０．５６０＊＊＊

（注） ＊＊＊は１％水準で、＊＊は５％水準で、帰無仮説は棄却
されることを表す。最大固有値検定については臨界値
と比較していない。

３変数間のJohansen共和分検定の結果

（１９８１～１９９７年）

帰無仮説 対立仮説 eigen value trace

r≦１

r≦０

r＝２

r＝１

０．４１４

０．６４８

１６．０７６

３３．８３９

（注） ＊＊＊は１％水準で、＊＊は５％水準で、帰無仮説は棄却
されることを表す。最大固有値検定については臨界値
と比較していない。
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期安定的な関係が存在せず、見せかけの相関の可

能性を排除しきれないことを示している。

ただし、推計期間の始期を８１年から８６年までず

らしながらJohansen共和分検定を行うと、共和

分なしから共和分２個まで様々な結果が得られ、

近年において構造変化が起こっている可能性も指

摘できる。一般資本ストックの係数がマイナスで

あり、定式化を誤っている可能性もあるので、断

定的な判断は避けるべきだが、一貫して情報関連

ストックの係数はプラスであり、情報関連ストッ

クが近年急速に蓄積されてきたこととあいまって

生産性上昇に寄与してきたことは否定できないよ

うに思われる。

同様に、推計期間をずらしながら情報関連ス

トックの係数の経年変化を見ると、やや下降傾向

にあるようにも見える（図表５）。サンプル数不

足の問題が残るが、この結果からは近年になって

情報化が生産性上昇に寄与しているにしても、

もっぱら量的なストック蓄積によるもので、質的

変化が起こっていることはうかがわれない。

５ まとめ

以上の結果を「生産性パラドックス」を説明す

る仮説との関係でまとめてみよう。第一に、推計

上の問題が残るにせよ、活発な情報関連投資の進

展による資本ストックの蓄積が生産性上昇に寄与

していることがうかがわれる。その寄与は、主に

量的な資本ストックの蓄積によるものであり、

「資本蓄積過小説」はもはや妥当しないように思

われる。

第二に、情報関連ストック係数が近年上昇傾向

にあるとの証拠は見いだせず、「時間的ラグ説」

はこの意味で妥当しているように思われる。

また、好況期に生産性が上昇する傾向を割り引

いてみれば、第一、第二の結果にも関わらず、米

国の生産性は趨勢的には上昇しておらず、「技術

革新効果相殺説」も妥当するように思われる。

前述のように、米国商務省はこれまで中間投入

として扱ってきたソフトウェアを無形固定資産に

計上する制度変更を行った。この結果、近年にな

るに従いGDP成長率の上方修正幅が大きくなっ

ており、「統計不備説」の観点からも今回と同様

の推計を行った場合の結果が注目される。

なお、池田（１９９９）でも指摘したことであるが、

仮に情報化に関する「生産性パラドックスが」解

消しているとしても、いわゆる「ニューエコノ

図表５ ローリング推計による情報関連ストック係数の変化

（注） ＊は、共和分関係が存在しないとされた推計期間での結果。
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ミー論」とは直ちに結びつくものではないことに

は注意が必要であろう。「ニューエコノミー論」

に明確な定義があるわけではないが、ひとつの典

型的な解釈は、情報化の進展によって生産性上昇

率のトレンドが上方シフトし、供給余力が増大し

た結果、米国経済の高成長と低インフレが両立し

ているのであって、これは一時的な現象ではない

というものである。活発な情報化投資にも関わら

ずマクロの生産性が上昇していない「生産性のパ

ラドックス」に対しては、生産性の計測に用いら

れるデータについて、�１名目GDPで十分に補足

されていない需要が特に新たなサービスを提供し

ている分野で存在する、�２名目GDPを実質化す

る際に用いるデフレータが過大評価されている、

等の疑義が提示されてきた。しかし、このような

計測上のバイアスは、供給サイドだけではなく、

需要サイドにも全く同じだけ影響を及ぼし、需給

ギャップには中立的である。したがって、これら

のバイアスを補正した結果、新たな基準で見て成

長率、生産性が上昇していても、それはここから

さらに成長する余地が残っていることを意味せず、

「ニューエコノミー論」を支持する事柄ではない。
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